
はじめに

2004年10月23日に発生した新潟県中越地震は，

透析医療を担う各施設にも甚大な被害を及ぼし，3施

設のべ336名の患者の透析が不可能となった．しかし

幸いなことに，被災地域および周辺の腎臓内科医とス

タッフを中心とした懸命の努力と臨機応変な対応，関

係者の協力支援により，大きな人的被害を出すことな

く，速やかに日常の透析に復旧することができた．ま

た一方では，阪神淡路大震災に比べて被害規模は小さ

かったが，地方都市および山村特有の問題点も浮き彫

りとなった．

この震災での経験に学び，災害時の透析医療がいか

にあるべきかについて，中越ならびに新潟透析懇話会

は，2回にわたって報告会（2005年1月27日，長岡

市），対策に関する検討会（2005年4月2日，新潟市）

を開催した．被災透析施設の医師を中心とした関係者

の生の体験に基づいて，今後の対策が話し合われた．

その概要は，2005年 6月横浜で開催された Japan

KidneyWeek2005（第48回日本腎臓学会学術総会，

第50回日本透析医学会学術集会・総会合同開催)にお

いて報告集として発表され，全国の透析関係者に配布

された．

さて上記検討会において，水・電気・建築物など施

設ハード面の問題のほか，情報伝達，患者搬送，指揮

系統などの問題が指摘され，検討された．本稿では，

特に情報伝達と指揮系統に関わるネットワークについ

て，新潟県透析懇話会，新潟県臨床工学技士会，なら

びに日本透析医会新潟県支部の合意を得て，新潟県医

師会腎不全対策委員会で災害時透析医療対策（2006

年3月7日）について報告した内容を中心に述べ，支

部だよりに代えさせていただくこととしたい．

1 透析医療における災害対策の要点

災害対策の要点を，表1にまとめた．要点1と2は

目的と手段である．当然のことではあるが，目的は透

析患者と施設ならびにスタッフの支援であり，それを

達成するための手段として，各施設が独自で行う自衛

型手段とネットワークを必要とする連携型手段に分け

られる．連携型手段とは具体的には「組織・体制（指

揮系統）」，「情報（施設間，患者�施設間）」，そして

「患者・物資の輸送」である．災害対策のネットワー

クとは，これらの連携型の手段を円滑に運用するため

のものにほかならない．

第3の要点は，後述するように，上記のネットワー

クを平常時（災害前）と災害時とに分けて設定するこ
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表1 透析医療における災害対策の要点

1.目的

2.手段

自営型

連携型 組織・体制（指揮系統）

情報（施設間，患者�施設間）

患者・物資輸送

3.局面

平常時・災害時

4.周知・徹底

5.評価・修正



とである．平常時においては普段使用している通信手

段が通用するし，固定した組織・体制で運用できる．

一方災害時には，その規模や性質に応じて通信手段は

制限を受けるし，組織・体制自体も災害の規模や場所

によって臨機応変に変わるべきであろう．むしろ重要

なことは，災害時に実効性のある組織・体制を迅速に

立ち上げることである．そのために，平常時の各施設

間の人的交流を中心としたコミュニケーション，ネッ

トワークは大切であり，役に立つものであると考えら

れる．

第4に，それらのネットワークを周知徹底すること

が重要である．第5には現実の社会基盤に合致するよ

うに，評価と修正を随時行っていくことである．イン

ターネットや携帯通信の機器やインフラストラクチャ

ーは，年々進歩している．光ファイバーや各種モバイ

ル通信の基地局などは，日々そのカバーする範囲を拡

げている．常に各透析施設の地域における実情に合わ

せて，最良の情報通信手段を確保する必要がある．

2 災害ネットワーク

平常時には新潟県透析懇話会・日本透析医会新潟県

支部を母体とした「新潟県透析医療災害対策委員会」

と，そのなかに「情報管理責任者」を置き，これを核

として日本透析医会危機管理委員会との連携や各施設

の複数の防災責任者との連携・情報交換を行う（図 1，

2）．各透析施設の平常時および災害時の責任者，連絡

先と複数の連絡方法を周知し，常に更新したものを配

布する．また，地方自治体や関連メーカーなどの関連

組織との連絡の窓口としても機能する．

連絡体制としては，平常時の防災対策本部は新潟大

学医歯学総合病院第二内科とし，県内を4ブロックに

分け，各ブロックに核（コア）施設と准核（ベース）
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図1 平時におけるネットワーク

図2 災害時におけるネットワーク



施設を置く（表 2）．災害時には，その規模や場所に

応じて，基本的にはこの連絡体制が元になり実際の災

害ネットワークを立ち上げることになる．

3 中越地震でのネットワークを振り返る

上記の要点等をふまえながら，中越地震の際のネッ

トワークについて振り返って考えてみたい．被災地区

は普段から施設間の交流が十分に行われており，長岡

市内の非被災施設の一つ，立川メディカルセンター中

越診療所（青柳竜治先生，被害は受けたが透析は可能

であった）を中心に，自然発生的に被災地内対策本部

が立ち上がった．

小千谷総合病院（95名6日間），長岡中央病院（126

名2日間)，十日町診療所（115名2日間）の透析施

設のダメージが大きく，断水，停電等により透析が不

可能であることが判明した．そして前述の中越診療所

を中心として，喜多町診療所，県立小出病院，県立六

日町病院，三条総合病院，ゆきぐに大和病院，刈羽郡

総合病院，白根健生病院，長岡赤十字病院などの被災

地区周辺，そして入院が必要なケースについては新潟

市内の信楽園病院，新潟大学医歯学総合病院，さらに

は長野県，埼玉県の透析施設の協力を得ることができ，

大きな人的な被害を出さずに震災を乗り越えることが

できた．

つまり，不完全ながらも図2のネットワークが機能

していたと考えることができる．一方，中心となって

情報収集・発信を行い，患者・スタッフの輸送など全

体のコーディネイトを行うべき災害対策本部が，被災

地区外に明確には存在しなかったことは反省すべき点

である．例えばヘリコプターの要請，水の確保，ボラ

ンティアの待遇・保証などの課題は，被災地区内では

むしろ困難であり，地方自治体などとの交渉を行う対

策本部が迅速に立ち上がる必要があったものと考える．

また，「周知・徹底」と「評価・修正」に関してはま

ったく今後の課題と考えている．

おわりに

すでに2006年12月現在まで2度に亘り，各施設の

連絡責任者，連絡先，連絡方法（停電時，通常電話以

外のもの）について情報を収集し，CDに記録したデ

ータと一覧表を県内全透析施設に配布した．

今後も情報更新を維持するとともに，毎年行われる

新潟透析懇話会施設連絡会議等でも周知を図る予定で

ある．

災害が発生せず，普段の防災対策がまったく無駄に

なることが望ましいのはいうまでもない．しかし震災

をはじめとした各種の災害は，必ずいつか起こるもの

であることを，私たちは忘れてはいけない．不幸にし

て災害が発生したときに，被害を最小限にとどめ早期

の復旧を果たすために，このネットワークが役立つこ

とを願っている．
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表2 連絡体制

1.平常時の防災対策本部は新潟大学医歯学総合病院第二内科とする．

2.県内を下記の４ブロックに分ける．各ブロックにコア施設と，ベース施設を置く．

地域（施設数） 核（コア） 准核（ベース）

上越（8）

中越（17）

下越（12）

新潟・佐渡（13）

県立中央病院

長岡赤十字病院

県立新発田病院

信楽園病院

刈羽郡病院，糸魚川病院

立川綜合病院，三条総合病院，長岡中央病院，小千谷総合病院

県立坂町病院，水原郷病院，村上記念病院

山東第二医院，臨港総合病院，大森内科医院




